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集落対策の基本戦略（案）の
考え方について

令和５年８月７日

広島県集落対策に関する検討会議資料 資料３
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〔集落対策の基本戦略の考え方〕

概ね３０年後の中山間地域の厳しい姿を現実として受け止め、

そうした中にあっても、一人一人が安心して暮らし続けるための、

向こう１０年を目途とする取組
（R5.6.2 第１回検討会議 資料５ P２）

〔目指すべき姿〕

里山・里海に象徴される人と自然が作り出す中山間地域ならではの資産が，

守るべき価値あるものとして，内外の人々により引き継がれる中で，

地域への愛着と誇りの高まりが，将来への希望と安心につながり，

心豊かに，笑顔で幸せな生活を営むことができる中山間地域

（R5.6.2 第１回検討会議 資料５ P２）

目指すべき姿と集落対策の基本戦略の考え方

１．第1回検討会議において提示した資料５「集落対策の基本戦略（案）と施策検討のポイント等」の抜粋
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基本戦略の組み立て方（案）

○ 協力２町（安芸太田町及び神石高原町）における先行調査の状況を踏まえ、第１回検討会議（６月２日）

資料５ P３ 「検討の柱（①～③）と事前にいただいた意見等」（下図）を加除修正する（次頁）。

②これまでの延長線上にはない地域運営③安心して暮らせる生活環境

ク 無住化後の資産管理

オ 生活サポート機能
ウ 住民自治組織の機能の棚卸し

キ クリティカルポイントの設定

イ 資源の再配置
ア 地域間の機能分担

① 地域間の機能分担・資源再配置

エ クリティカルポイントの設定
カ セーフティネットの構築

（図） 第１回検討会議 資料５ P３ 「検討の柱（①～③）と事前にいただいた意見等」 （見直し前）
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■ 検討の柱（Ⅰ～Ⅲ）と基本戦略の構造 （見直し後）
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Ⅱ これまでの延長線上にはない地域運営Ⅲ 安心して暮らせる生活環境

（10）無住化後の資産管理

（２）移動・訪問・遠隔
サービスの拡充

（７）地域間の連携・支援

Ⅰ 地域間の機能分担・資源再配置
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（６）住民自治機能の
再構築

（５）住民自治機能の
限界点の整理

（３）暮らしの限界点の整理

（４）セーフティネットの構築
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（１）生活サービスの機能
継続

（９）インフラ維持コストの
見直し

（８）行政区域を越えた
生活圏での機能分担

（12）基本戦略を進める体
制の組織化と国民的
理解の促進

２．地区・集落調査の結果を受けて見直した基本戦略の構造について

（11）地区・集落の将来見
通しに応じた対応
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（６）住民自治機能の再構築

（５）住民自治機能の限界点の整理

（２）移動・訪問・遠隔サービスの拡充

（３）暮らしの限界点の整理

（４）セーフティネットの構築

（１）生活サービスの機能継続

（10）無住化後の資産管理

（９）インフラ維持コストの見直し

（７）地域間の連携・支援

（８）行政区域を越えた生活圏での機能分担

４．空間管理

２．住民自治機能
（住民自治再編）

３．広域マネジメント
（地域間連携・支援）

１．住民生活
（居住環境）

基本戦略の体系化

５. 基本戦略の推進
体制

（12）基本戦略を進める体制の組織化と国民的
理解の促進
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２-２．地区・集落調査の結果を受けて見直した基本戦略の構造を次のとおり体系化

（11）地区・集落の将来見通しに応じた対応
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